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研究の背景及び目的

背景

●近年、里山の保全活動に取り組む市民団体が多くなり、活動期間が長くなっ

ている。

●高齢化や新規会員の不足等の問題。

●継続的な活動を行うことが困難となっている団体も少なくない。

目的

●大阪府下の里山保全団体における、

1. 団体運営の仕組み

2. 活動実態の変化

3. 会員獲得や育成の取り組みの現状

●以上を捉えることで、里山保全団体の継続のあり方を探る。



調査及び解析方法

調査対象団体

●大阪府下で活動する里山保全団体

調査方法

●平成29年12月に実施

●アンケート調査

●配布及び回収方法｜郵送留置方式

メールで送付

回収

●配布数 ｜92票

●有効回答数 ｜39票

●回収率 ｜42.4%

調査内容

●設立年

●代表者の移り変わり

●役員会、事務局、総会、分科会の有無

●設立当時と現在の会員数

●設立当時と現在の活動頻度、

目的、内容

●新規会員の受け入れ状況

●新規会員の勧誘や広報の方法

●研修、他事例の視察の有無

●活動を継続していく上での課題認識
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解析方法

団体運営の仕組み

会員獲得と育成に関する
実態と課題

活動実態の変化



団体運営の仕組み

設立年 代表者の移り変わり
1990年以前

2.6%
1991～2000年

28.2%

2001～2010年
41.0%

2011年以後
28.2%

初代
41.0%

2代目
15.4%

3代目
23.1%

4代目
15.4%

5代目
2.6%

無回答
2.6%



団体運営の仕組み

役員会の有無 事務局の有無

分科会の有無総会の有無

あり
87.2%

なし
10.3%

無回答
2.6%

あり
79.5%

なし
20.5%

あり
97.4%

なし
2.6%

あり
41.0%

なし
56.4%

無回答
2.6%



活動実態の変化

設立当時と現在の

会員数の変化

設立当時と現在の

活動頻度の変化

※設立当時から現在で1割以上の増加→増加
設立当時から現在で1割以内の増減→変化なし
設立当時から現在で1割以上の減少→減少

※設立当時から現在で活動頻度が増加→増加
ex. 月に数回→週に数回

設立当時から現在で活動頻度の変化なし→変化なし
ex. 週に数回→週に数回

設立当時から現在で活動頻度が減少→減少
ex. 週に数回→月に数回

増加
59.0%

変化なし
20.5%

減少
20.5% 変化なし

64.1%

増加
35.9%



活動実態の変化

活動目的

(%)



活動実態の変化

活動内容

(%)



団体運営の仕組みと活動実態の変化

団体運営の仕組み

●設立から10年以上が経過している団体が約7割。

●役員会や事務局を設けている団体が8割前後。

●総会を設けている団体はほぼ全てで、分科会を設ける団体が約4割。

活動実態の変化

●会員数が増加した団体が約6割と多いが、減少した団体も約2割存在。

●活動頻度が増加している団体が4割弱。

●活動目的や活動内容が多様化している。

二つの分類

●2項目以上が増加→「成長型団体」、それ以外→「現状維持型団体」

●成長型団体 19団体 現状維持型団体 20団体



会員獲得と育成に関する実態と課題

新規会員の受け入れ頻度 新規会員の資格

(%) (%)



会員獲得と育成に関する実態と課題

新規会員の勧誘や広報の方法



会員獲得と育成に関する実態と課題

会員の定着を促すための方法



会員獲得と育成に関する実態と課題

研修の有無 研修の開催頻度

他事例の視察の開催頻度他事例の視察の有無



会員獲得と育成に関する実態と課題

課題認識と重視している事柄



まとめ

●市民による里山保全活動が行われ始めてから10年以

上が経過し、活動目的や活動内容が多様化している。

●会員の高齢化や新規会員の獲得などが課題として

認識されている。

●団体が自らの情報発信ツールを用いて主体的に新規

会員の勧誘や広報に取り組み、研修や他事例の視察

を定期的に行うことが重要である。


